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1

　　なお、決算概要および審査意見は、次のとおりである。　

平成１8年度東かがわ市水道事業会計決算審査意見

第２．審査期間

等を照合するとともに関係職員から説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。

　　審査に付された平成１８年度東かがわ市水道事業決算書、決算附属書類は、いずれも関係

法令に基づき作成され、かつ、計数は正確で、当年度における経営成績および当年度末の財政

状態を適正に表示していることを認めた。

第４．審査の結果

　　決算審査は、市長から審査に付された平成１８年度東かがわ市水道事業会計決算書が、地方公

営企業法その他関係法令に基づき作成されているか、また、その事業の経営成績、財政状態等

適正に表示しているか否かを検証するため、資料の提出を求め、会計伝票、証拠書類、会計帳簿

第１．審査の対象

第３．審査の方法

平成１８年度東かがわ市水道事業会計決算

平成１９年　８月　１日から平成１９年　８月　２３日まで

第５．事業の概要

予算の執行状況について

　収益的収入及び支出の状況について

　事業収益は、予算現額６４１,４２３,０００円に対して決算額６６６,０６５,６３８円、収入率１０３.８%

費用８,４２３,８００円である。

費用で、１３,７９９,４２３円、営業外費用で１０,１４７,１３９円、特別損失で１,５６０,１８６円の減少に

（前年度１０３.８%）と同じであるが、前年度の決算額と比較すると１,９５２,３２８円（０．２８%）の　

減少となっている。

　一方、事業費用は、予算現額６０１,３２９,０００円に対して、決算額５８１,７９２,８４０円、執行

率９６.８%（前年度９８.９%）で、前年度に比べ２５,５０６,７４８円（４.２%）減少している。これは営業

よるものである。

　また、不用額は１９,５３６,１６０円で、その主なものは営業費用の９,８２３,９８６円及び営業外
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(1)

単位

世帯

人

㎥

㎥

㎥

㎥

%

(2)

単位

人

人

世帯

%

普及率は、９８．５%で、ここ４年変動はない。

98.5

849

606

1

△ 4.1

105.3

100.0

100.0

-

△ 25

△ 50

309,959

執 行 率

99.8

99.9

105.3

16,767

4,757,606

13,034

12,675

34,650

6,119,9595,810,000

15,918

4,757,000

13,033

当年度の給水世帯は、１２,６７５世帯で、前年度に比べ２世帯（０．０２%)減少している。

35,630

98.5 98.5

35,089

12,677

35,806

総 人 口 36,650

36,109

13,080

給水人口および給水世帯数の推移は、次の表のとおりである。

給水人口および給水世帯数の推移

給水人口および給水世帯数

平成１５年度 平成１６年度

12,675

回っている。

１　業務の状況について

業務予定量に対する実績の比較

業務予定量に対する実績

業務予定量に対する実績の比較は、次表のとおりである。

区 分 実 績業務予定量 増 減 数

一 日 平 均 有 収 水 量

有 収 率

区 分

注　有収率=有収水量／配水量×１００

業務予定量と実績を比べると、給水世帯数が２５世帯（０.２%),給水人口が５０人（０.１%）

および配水量が ３０９,９５９㎥ (５.３%)上回ったが、有収水量が６０６㎥（０.０１%）上

81.9

平成１７年度

77.7

給 水 世 帯 数

給 水 人 口

配 水 量

有 収 水 量

一 日 平 均 配 水 量

12,700

34,700

注　普及率=給水人口／総人口×１００

36,347

平成１８年度

35,191

34,650

普 及 率

給 水 人 口

給 水 世 帯 数

98.5

13,051
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(3)

ア

単位

㎥

㎥

㎥

㍑

%

注１

2

3

16,767

4,757,606

16,037

5,888,564

16,133

5,805,036

15,904

当年度の配水量は、６,１１９,９５９㎥  で、前年度に比べ､２３１,３９５㎥(３.９%)増加し

82.4 81.0 80.6

除したものである。

当年度の１人１日平均有収水量は、１日平均有収水量を当年度末給水人口で

配 水 量 5,869,698

平均給水人口=（前年度末給水人口+当年度末給水人口）／２

有 収 率 77.7

有 収 水 量

１人１日平均有収水量

4,745,944

6,119,959

371

配水量および有収水量

配水量および有収水量の状況

配水量および有収水量の推移は、次のとおりである。

区 分 平成１７年度平成１５年度 平成１８年度平成１６年度

配水量および有収水量の推移

増加している。有収率は、７７．７%で、前年度に比べ、２．９ポイント下降している。

4,703,146

一 日 平 均 配 水 量

4,834,738

１人１日平均有収水量=１日平均有収水量／平均給水人口　

(０．３%)増加している。１人１日平均有収水量は、３７６㍑で、前年度に比べ５㍑（１．４%）

ている。配水量のうち、有収水量は、４,７５７,６０６㎥で、前年度に比べ１１,６６２㎥

360 376367

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

配水量および有収水量の推移

有収水量

一日平均配水
量

配水量

㎥
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2

（単位 ： 円，％）

注１

区 分

予算執行の概要について

予算の執行状況および補てん財源の状況は、次表のとおりである。

予算の執行状況

　

予 算 額 決 算 額
予算額に対する
決算額の増減ま
た は 不 用 額

予算額に対
する決算額
の 比 率

収

益

的

収

支

水 道 事 業 収 益 641,423,000 666,065,638

営業外収益 11,916,000 13,507,155

水 道 事 業 費 601,329,000 581,792,840

24,642,638 103.8

営 業 収 益 629,505,000 652,493,938 22,988,938 103.7

1,591,155 113.4

特 別 利 益 2,000 64,545 62,545 3,227.3

19,536,160 96.8

営 業 費 用 463,535,678 453,711,692 9,823,986 97.9

93.8

特 別 損 失 1,608,000 1,232,826 375,174 76.7

営業外費用 135,272,122 126,848,322 8,423,800

-

差 引 収 支 40,094,000 84,272,798 - -

予 備 費 913,200 0 913,200

資

本

的

収

支

資 本 的 収 入 192,598,000 193,156,046

工事負担金 1,250,000 2,048,000

補 助 金 19,347,000 19,108,046

558,046 100.3

企 業 債 172,000,000 172,000,000 0 100.0

△ 238,954 98.8

798,000 163.8

固 定 資 産
売 却 代 金

1,000 0 △ 1,000 －

97.0

建設改良費 215,068,000 203,558,321 11,509,679 94.6

資 本 的 支 出 383,723,000 372,212,362 11,510,638

100.0
企 業 債
償 還 金

168,655,000 168,654,041 959

-

差 引 収 支 △ 191,125,000 △ 179,056,316 - -

予 備 費 0 0 0

金額には、消費税および地方消費税額を含んでいる。
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(1)

(2)

補てんしている。

ことなどによるものである。

下回ったことなどによるものである。

この不足額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

収益的収支の決算額を予算額と比べると、資本的収入は、５５８,０４６円

なお、資本的収支の決算額での差引きは、１７９,０５６,３１６円の収入不足で

ある。

９,４９５,３９９円、当年度分損益勘定留保資金１６９,５６０,９１７円で

２,３９５,９０６円下回ったことなどによるものである。

4,084,399

予 算 額 に 対
す る 決 算 額
の 比 率

補てん財源の状況

区 分 予 算 額 決 算 額
予 算 額 に 対 す る
決 算 額 の 増 減

（単位　円　･　%）

補

て

ん

財

源

-

-

過年度分損益勘定
留 保 資 金

0 0 0

減 債 積 立 金 0 0

89.3

収益的収支の執行状況

計 200,495,000 179,056,316 △ 21,438,684

0

175.5

当年度分損益勘定
留 保 資 金

195,084,000 169,560,917 △ 25,523,083 86.9

当年度分消費税及
び地方消費税資本
的 収 支 調 整 額

5,411,000 9,495,399

一方、資本的支出は、１１,５１０,６３８円（３.０%）下回っている。

これは、主に施設整備事業が８,５０７,５５０円及び負担金が

（０．３%）上回っている。

資本的収支の執行状況

収益的収支の決算額を予算額と比べると、水道事業収支は、２４,６４２,６３８円

（３．８%）上回っている。これは、主に給水収益が２２,９８８,９３８円上回った

これは、主に工事負担金が７９８,０００円上回ったが、補助金が２３８,９６４円

外費用８,４２３,８００円が下回ったことなどによるものである。

一方、水道事業は、１９,５３６,１６０円（３.２%）が不用額となっている。

なお、収益的収支の決算額での差引きは、７４,７５１,０１６円の黒字である。

これは、原水及び浄水費が４,５９５,１８２円、配水及び給水費が

２,０９５,４０５円及び総係費が１,８３４,３６９円下回ったことおよび営業

5



3

(1)

経営成績について

区 分

特 別 利 益

経営収支の推移

経営収支の状況

経営収支の推移は、次のとおりである。

営業外収益 24,899,228 19,869,264 16,763,684

（単位　　円）

平 成 １ ５ 年 度 平 成 １ ６ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 平 成 １ ８ 年 度

635,102,987

営 業 収 益 640,254,100 613,892,250 620,193,515 621,680,505

収 益 Ａ 680,000,134 633,761,653 636,966,439

13,361,012

14,846,806 139 9,240 61,470

560,351,971

営 業 費 用 445,370,285 461,361,386 459,955,238 447,012,679

費 用 Ｂ 622,535,802 593,260,970 581,125,994

112,133,301

特 別 損 失 37,271,815 2,240,285 2,741,700 1,205,991

営業外費用 139,893,702 129,659,299 118,429,056

74,751,016

前 年 度 繰 越
利 益 剰 与 金

696,955 1,161,287 1,661,970 1,502,415

純利益Ａ－Ｂ 57,464,332 40,500,683 55,840,445

この結果、当年度の純利益は、７４,７５１,０１６円で、前年度に比べ１８,９１０,５７１円（３３．９%）

増加し、経営収支は前年度に引き続き黒字である。

76,253,431

当年度の収益は、６３５,１０２,９８７円で、前年度に比べ１,８６３,４５２円（０．３%）減少している。

これは営業収益が１,４８６,９９０円、特別利益が５２,２３０円増加したが、営業外収益が３,４０２,６７２

当年度の費用は、５６０,３５１,９７１円で、前年度に比べ２０,７７４,０２３円（３．６%）減少して

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 与 金

58,161,287 41,661,970 57,502,415

注1　金額には、消費税および地方消費税額は含んでいない。

１,５３５,７０９円減少したことによるものである。

いる。

これは営業費用が１２,９４２,５５９円、営業外費用が　６,２９５,７５５円および特別損失が、

円減少したことによるものである。
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(2)

受 託 工 事 収 益

そ の 他 収 益

635,102,987計 680,000,134 633,761,653 636,966,439

収益

主な収益の推移は、次のとおりである。

（単位　円）

区 分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

主な収益の推移

給 水 収 益 640,254,100 613,892,250 620,193,515

下水道使用料徴収手数料 0 0 0

621,381,735

0

13,721,252

0 0 0 0

39,746,034 19,869,403 16,772,924

当年度の給水収益は、６２１,６８０,５０５円で、前年度に比べ１,４８６,９９０円(０.２%)増加している。

注1　金額には、消費税および地方消費税は含んでいない。

580,000,000

590,000,000

600,000,000

610,000,000

620,000,000

630,000,000

640,000,000

650,000,000

660,000,000

670,000,000

680,000,000

690,000,000

円

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

主な収益の推移

その他収益

受託工事収益

下水道使用料徴
収手数料

給水収益
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(3)

注１

2

有収水量１㎥当たりの給水原価および供給単価

有収水量１㎥当たりの給水原価および供給単価の推移は、次表のとおりである。

（単位　　円）

区 分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

132.36 130.46 130.61

122.45

増加し、１５年度以降黒字である。

下がっている。

117.78

12.83

供給単価=給水収益／年間総有収水量

差 益 Ｂ － Ａ 3.60 4.32 8.16

給水原価=（総費用ー（受託工事費＋不要品売却原価＋特別損失））／年間総有収水量

当年度の有収水量１㎥当たりの給水単価は、１１７円７８銭で、前年度に比べ４円６７銭（３．８%）

当年度の有収水量１㎥当たりの供給単価は、１３０円６１銭で、前年度と同額である。

この結果、当年度の有収水量１㎥当たりの差益は、１２円８３銭で、前年度に比べ４円６７銭（５７.２%）

有収水量１㎥当たりの給水原価および供給単価の推移

130.61

給 水 原 価 Ａ 128.76 126.14

供 給 単 価 Ｂ

給水原価と供給単価の推移

110.00

115.00

120.00

125.00

130.00

135.00

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

円

給水
原価
Ａ

供給
単価
Ｂ
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(4)

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

いる。

平成 １ ６年度 平成 １ ７年度 平成 １ ８年度区 分 算式平成 １ ５年度

143.8

収益率

収益率の推移は、次のとおりである。

収益率の推移 （単位　　%）

133.1 134.8 138.9 営業収益－受託工事収益

×100

－ 営業費用－受託工事費

110.1 113.4 営業収益＋営業外収益

×100

－ 営業費用＋営業外費用

全 国 平 均 120.0 120.1 123.0

全 国 平 均 104.6 105.2 107.0

113.7 107.2

なお、前年度の経常収支比率は、１１０．１%で、同年度の全国平均を３．１ポイント上回っている。

当年度の営業収支比率は、１３８．９%で、前年度に比べ４．１ポイント増加している。

なお、前年度の営業収支比率は、１３４．８%で、同年度の全国平均を１１．８ポイント上回って

経常収支比率は、１１３．４%で、前年度に比べ３．３ポイント上昇しており、経常的な事業収益は

高まっている。

収益率の推移

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

130.0

135.0

140.0

145.0

150.0

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

％

営業収
支比率

経常収
支比率
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4

(1)

注

資

本

的

収

入

資本的収支の状況

資本的収支の前年度比較は、次表のとおりである。

資本的収支の前年度比較

資本的収支について

（単位　円･%）

区 分 平 成 １ ７ 年 度 平 成 １ ８ 年 度
前 年 度 比 較

増 減 額 増 減 率

59.4

出 資 金 0 0 0 0.0

企 業 債 107,900,000 172,000,000 64,100,000

△ 6.5

工 事 負 担 金 584,000 2,048,000 1,464,000 250.7

補 助 金 20,434,316 19,108,046 △ 1,326,270

－

計 Ａ 128,918,316 193,156,046 64,237,730 49.8

固 定 資 産 売 却 代 金 － － －

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費 134,890,198 203,558,321

補 助 金 返 還 金 0 0

68,668,123 50.9

企 業 債 償 還 金 228,181,366 168,654,041 △ 59,527,325 △ 26.1

0 0.0

計 Ｂ 363,071,564 372,212,362 9,140,798 2.5

資本的収支不足額 Ｂ－Ａ 234,153,248 179,056,316 △ 55,096,932 △ 23.5

補

て

ん

財

源

当年度分消費税及び地方
消費税資本的収支調整額 4,826,757 9,495,399 4,668,642 96.7

過年度分損益勘定留保資金 197,788,885 169,560,917 △ 28,227,968 △ 14.3

建 設 改 良 積 立 金 31,537,606 － － －

金額には、消費税および地方消費税額を含んでいる。

債および工事負担金が増加したことによるものである。

当年度の資本的収入は、１９３,１５６,０４６円で、前年度に比べ６４,２３７,７３０円（４９．８%）増加している。これは、主に企業

一方、資本的支出は、３７２,２１２,３６２円で、前年度に比べ９,１４０,７９８円（２．５%）増加している。

10



5

(1)

注1　金額には、消費税および地方消費税額は含んでいない。

資

本

資 本 金

－繰 延 勘 定 3,200,000 － －

20.20

計

2.17負 債 ･ 資 本 合 計 6,664,106,220 6,808,650,436 144,544,216

6,684,156,604 99,705,392 1.51

利 益 剰 余 金 370,064,809 444,815,825 74,751,016

6,584,451,212

1.69

剰 余 金 1,647,657,967 96,359,433

資 本 剰 余 金 1,277,593,158 1,299,201,575 21,608,417

1,744,017,400

4,936,793,245 4,940,139,204

借 入 資 本 金 2,647,871,495 2,651,217,454

自 己 資 本 金 2,288,921,750

0.07

2,288,921,750 0 0.00

3,345,959 0.13

5.85

44,782,579

△ 37.30

0.00

56.26

165.66

△ 7,830

3,345,959

その他流動負債 0 0 0

前 受 金 20,990 13,160

44,838,824

預 り 金 38,679 102,754 64,075

未 払 金 79,595,339 124,377,918

56.29

2.17

負

債

資 産 合 計 6,664,106,220 6,808,650,436 144,544,216

流 動 負 債 79,655,008 124,493,832

△ 12.95

その他流動資産 － － － －

貯 蔵 品 11,302,179 9,838,021 △ 1,464,158

△ 11.11

保管有価証券 － － － －

未 収 金 47,304,160 42,046,360 △ 5,257,800

27.04

現 金 預 金 509,575,503 669,921,324 160,345,821 31.47

流 動 資 産 568,181,842 721,805,705 153,623,863

△ 0.56

投 資 － － － －

無形固定資産 935,414,409 930,164,336 △ 5,250,073

△ 0.10

有形固定資産 5,157,309,969 5,156,680,395 △ 629,574 △ 0.01

固 定 資 産 6,092,724,378 6,086,844,731 △ 5,879,647

（単位　円･%）

区 分 平 成 １ ７ 年 度 平 成 １ ８ 年 度
前 年 度 比 較

増 減 額 増 減 率

資

産

資産および負債･資本の状況

資産および負債･資本の前年度比較は、次表のとおりである。

資産および負債･資本の前年度比較

財政状況について

11



(2)

(3)

当年度の不納欠損金は、３６２,６２５円で、前年度に比べ１,３２８,０９５円（７８.６%）減少している。

資本

企業債の借入限度額の推移

当年度の未償還残額は、２,６５１,２１７,４５４円で、前年度に比べ３,３４５,９５９円(０．０１%）

168,654,041

未 償 還 残 額 2,873,053,064 2,768,152,861 2,647,871,495 2,651,217,454

元 金 償 還 額 156,052,928 164,900,203 228,181,366

平成１７年度 平成１８年度

借 入 額 789,000,000 60,000,000 107,900,000 172,000,000

区 分 平成１５年度 平成１６年度

△ 171,815 △ 1,328,095

増 減 率 △ 95.7 △ 9.2 △ 78.6

前
年
度
比
較

増 減 額 △ 41,572,465

362,625

区 分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

不 納 欠 損 金 43,435,000 1,862,535 1,690,720

△ 36.9

不 納 欠 損 金 の 推 移

当年度の未収金は、１１,８５２,９３０円で、前年度に比べ６,９３３,３１５円（３６.９%）減少している。

平成１８年度

資産

（単位　円　･　%）

区 分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

当年度の資産の合計は、６,８０８,６５０,４３６円で、前年度に比べ１４４,５４４,２１６円

これは、流動資産の現金預金が１６０,３４５,８２１円（３１．４７%）増加したことなどに

よる。

（２.１７%）増加している。

平成１８年度

14,918,845

未 収 金 の 推 移

前
年
度
比
較

増減額 △ 788,830

増減率 33.0

増加している。

（単位　円　･　%）

（単位　　円）

14,130,015 18,786,245 11,852,930

△ 5.3

4,656,230 △ 6,933,315

未 収 金

12



(4) 財務比率

自 己 資 本
構 成 比 率 57.9 59.1 59.256.8

財務比率等の推移は、次のとおりである。

資本金＋剰余金＋固定負債

財務比率等の推移

（単位　%）　

平成１８年度 算 式

×１００

自己資本金＋剰余金

負 債 ＋ 資 本

固 定 資 産

区 分 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

固 定 資 産
構 成 比 率 93.6 92.4 91.4 89.4

×１００

固 定 資 産 対
長期資本比率 93.9 92.9 92.5 91.1 ×１００

固 定 資 産

固定資産＋流動資産＋繰延勘定

流 動 比 率 2631.4 1312.0 713.3 579.8 ×１００

流 動 資 産 － 引 当 金

流 動 負 債

ポイント下降しているが、当座資産（現金預金および容易に現金化し得る未収金など）による

ポイント下降しているが、流動資産による流動負債の支払能力は高まっている。

571.9 ×１００

現 金 預 金 ＋ 未 収 金

流 動 負 債

酸性試験比率 2,558.9 1,280.4 699.1

流動負債の支払能力は高まっている。

固定資産対長期資本比率は、９１.１%で、前年度に比べ１．４ポイント下降しているが、固定

流動比率は、理想比率である２００%以上の５７９.８%であり、前年度に比べ１３３.５

当年度の財務比率等を前年度と比較すると、次のとおりである。

固定資産構成比率は、８９.４%で、前年度に比べ２ポイント下降しているが、資本の固定化

自己資本構成比率は、５９.２%で、前年度に比べ０．１ポイント上昇しており、経営の安全性

は高まりつつある。

の傾向は強まっている。

資産の調達は、資本金、剰余及び固定負債の範囲内で行われている。

酸性試験比率は、理想比率である１００%以上の５７１.９%であり、前年度に比べ１２７.２
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6

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

構

成

比

率

89.4

% 56.8 57.9 59.1 59.2

固 定 資 産

分 析 項 目 単位 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 算 式

経営分析表

固 定 資 産% 93.6 92.4 91.4
×１００

構 成 比 率 固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産 ＋ 繰 延 勘 定

% 43.0 41.5 39.7 38.9固 定 負 債 固 定 負 債 ＋ 借 入 資 本 金
×１００

構 成 比 率 総 資 本

自 己 資 本 金 ＋ 剰 余 金
×１００

構 成 比 率 総 資 本

自 己 資 本

財

務

比

率

% 93.9 92.9

固 定 比 率

流 動 比 率

酸 性 試 験 比 率
% 2,558.9 1,280.4

固 定 資 産
×１００

長 期 資 本 比 率 資 本 金 ＋ 剰 余 金 ＋ 固 定 負 債

92.5 91.1固 定 資 産 対

固 定 資 産% 93.9 92.9 92.5
×１００

自 己 資 本 金 ＋ 剰 余 金

% 2,631.4 1,312.0 713.3 579.8

91.1

流 動 資 産 － 引 当 金
×１００

流 動 負 債

571.9 現 金 預 金 ＋ 未 収 金699.1
×１００

流 動 負 債

回

転

率

回 0.28 0.27 0.27 0.27
自己資本回転率

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

（ 期 首 自 己 資 本 ＋ 期 末 自 己 資 本 ） ／ ２

固定資産回転率
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益回 0.10 0.10 0.10

（ 期 首 固 定 資 産 ＋ 期 末 固 定 資 産 ） ／ ２

0.96

0.11

流動資産回転率
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益回 1.52 1.33 1.16

（ 期 首 流 動 資 産 ＋ 期 末 流 動 資 産 ） ／ ２

収

益

率

% 1.20 0.64

営 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率
% 113.7 107.2

0.89 1.13
総 資 本 利 益 率

当 年 度 経 常 利 益
×１００

（ 期 首 総 資 本 ＋ 期 末 総 資 本 ） ／ ２

% 152.7 133.1 134.8 138.9 営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

127.7
×１００

経 常 費 用

そ

の

他

% 4.1 4.9 4.50 4.1
利 子 負 担 率

支 払 利 息 ＋ 企 業 債 取 扱 諸 費
×１００

企 業 債 ＋ 他 会 計 借 入 金 ＋ 一 時 借 入 金

企業債元金償還金
対減価償却額比率

建 設 改 良 の た め の 企 業 債 元 金 償 還 金% 78.2 83.6 115.7
×１００

当 年 度 減 価 償 却 費

84.6

×１００
営 業 費 用 － 受 託 工 事 費

113.4 経 常 収 益
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注

あるとの立場から、少なくとも１００%以下であることが望ましく超越した場合は過大投資が行われたものと言える。

総資本＝負債＋資本、　自己資本＝自己資本金＋剰余金、経常収益＝営業収益＋営業外収益、

（構成部分の全体に対する関係を表すものである。）

１.固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合であり、この比率が大であれば資本が固定化の傾向に

ある。

２.固定負債構成比率、３.自己資本構成比率は、総資本とこれを構成する固定負債･自己資本の関係を示すもので、

自己資本構成比率が大であれば、経営の安全性が高いものと言える。

（貸借対照表における資産と負債または資本との相互関係を表すものである。）

４.固定資産対長期資本比率は、固定資産の調達が自己資本、借入資本金および固定負債の範囲内で行われるべきで

説　　　明

５.固定比率は、固定資産が自己資本によってまかなわれるべきであるとする企業財政上の原則から、１００%以下が望

ましいとされている。

６.流動比率は、１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するものである。流動性を確保

するためには、流動資産が流動負債の２倍以上あることが望まれるので、理想比率は２００%以上である。

７.酸性試験比率は流動資産のうち現金預金および容易に現金化し得る未収金などの当座資産と流動負債とを対比させた

もので、１００%以上が理想比率と言われている。

（企業の活動性を示すもので、これらの比率は大きいほど資本が効率的に使われていることを示すものである。）

８.自己資本回転率は、自己資本の働きを総資本から切り離して観察したものである。

９.固定資産回転率は、企業の取引量である営業収益と設備資産に投下された資本との関係で、設備利用の効率を

示すものである。

１０.流動資産回転率は、流動資産の利用度を示すものである。

（収益と費用とを対比して企業の経営活動の成果を表すもので、その比率は大きいほど良好である。）

経常費用=営業費用＋営業外費用

１４.利子負担率は、借入金および借入資本金に対し、それらの支払利息等の負担比率を示すもので、この比率が小さ

いほど抵廉な資金を使用していることになる。

１５.企業債元金償還金対減価償却額比率は、企業債償還額とその主要償還財源である減価償却費を比較したもの

で、企業債償還能力を示し、この比率が小さいほど償還能力は高い。

１１.総資本利益率は、企業に投下された資本の総額とそれによってもたらされた利益とを比較したものである。

１２.営業収支比率は、業務活動によってもたらされた営業収益とそれに要した営業費用とを対比して業務活動の能率

を示すものであり、これによって経営活動の成否が判断されるものである。

１３.経常収支比率は、経常収益と経常費用を対比したものであり、経常的な収益と費用の関連を示すものである。
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損益計算書前年度比較

貸借対照表前年度比較



7

区分

勘定科目　　
構成
比率

構成
比率

増減率

% % %

79.8 79.1 △ 2.8

16.4 18.0 △ 12.1

9.1 10.0 △ 12.5

0.0 0.0 －

0.0 0.0 －

0.0 0.0 －

0.0 0.0 －

18.0 17.1 1.5

0.0 0.0 －

0.0 0.0 －

35.6 33.9 1.1

0.7 0.1 517.8

20.0 20.4 △ 5.3

20.0 20.4 △ 5.3

0.2 0.5 △ 56.0

0.2 0.5 △ 56.0

0.0 0.0 －

100.0 100.0 △ 3.6

－ － 33.9

－ － △ 0.3

営 業 外 費 用

原水及び浄水費

支払利息及び企業
債 取 扱 諸 費

過年度損益修正損

損益計算書前年度比較

借    方

平 成 １ ８ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 前 年 度 比 較

金 額 金 額 金 額

円 円 円

営 業 費 用 447,012,679 459,955,238 △ 12,942,559

50,741,980 58,021,471 △ 7,279,491

92,150,530 104,828,608 △ 12,678,078

0 0 0受 託 工 事 費

0 0 0業 務 費

100,821,199 99,316,274 1,504,925総 係 費

0 0 0渇 水 対 策 費

0 0 0災 害 対 策 費

199,278,090 197,137,999 2,140,091減 価 償 却 費

4,020,880 650,886 3,369,994資 産 消 耗 費

112,133,301 118,429,056 △ 6,295,755

その他特別損失

112,133,301 118,429,056 △ 6,295,755

特 別 損 失 1,205,991 2,741,700 △ 1,535,709

1,205,991 2,741,700 △ 1,535,709

0 0 0

小 計 560,351,971 581,125,994 △ 20,774,023

当 年 度 純 利 益 74,751,016 55,840,445 18,910,571

合 計 635,102,987 636,966,439 △ 1,863,452

注　前年度繰越利益剰余金は1,502,415円で、当年度未処分利益剰余金は76,253,431円である。

損益計算書

配 水 費

給 水 費

漏 水 防 止 費 0 0 0

0 0 0
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区分

構成
比率

構成
比率

増減率

% % %

97.9 97.4 0.2

97.8 97.3 0.2

0.0 0.0 △ 3.0

0.0 0.0 0.0

2.1 2.6 △ 20.3

0.1 0.0 32.6

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

1.3 1.5 △ 14.8

0.7 1.1 △ 30.2

0.0 0.0 565.3

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 565.3

100.0 100.0 △ 0.3

△ 9,180

前年度比較

貸　　方

平 成 １ ８ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 前 年 度 比 較

金　　額 金　　額 増 減 額勘定科目

円 円 円

1,486,990

621,381,735 619,885,565 1,496,170

営 業 収 益

給 水 収 益

0 0

621,680,505 620,193,515

その他営業収益 298,770 307,950

0受 託 工 事 収 益

営 業 外 収 益 13,361,012 16,763,684 △ 3,402,672

347,784 262,263 85,521受取利息及び配当金

0 0 0下水道使用料徴収
手 数 料

0 0 0県 補 助 金

8,262,954 9,697,684 △ 1,434,730他会計補助金

4,750,274 6,803,737 △ 2,053,463雑 収 益

特 別 利 益 61,470 9,240 52,230

0 0 0固定資産売却益

61,470 9,240 52,230過年度損益修正益

合 計 635,102,987 636,966,439 △ 1,863,452
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8

区分

勘定科目　
構成
比率

構成
比率

増減率

% % %

89.4 91.4 △ 0.1

75.7 77.4 △ 0.0

1.6 1.6 2.1

3.3 3.5 △ 2.8

64.0 66.2 △ 1.1

5.7 6.0 △ 3.8

0.0 0.0 △ 16.1

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 △ 26.1

1.1 0.1 1,244.6

13.7 14.0 △ 0.6

13.7 14.0 △ 0.6

0.0 0.0 △ 7.2

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

10.6 8.6 26.3

9.8 7.6 31.5

0.6 0.7 △ 11.1

0.0 0.0 0.0

0.1 0.2 △ 13.0

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 △ 100.0

100.0 100.0 100.0

貸借対照表前年度比較

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

金 額

固 定 資 産 6,086,844,731

円

5,156,680,395

貸 借 対 照 表

借　　方

平 成 １ ８ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 前 年 度 比 較

金 額 増 減 額

円 円

△ 629,574

2,230,123

231,069,242 △ 6,446,770

6,092,724,378 △ 5,879,647

224,622,472

構 築 物

108,419,754 106,189,631

4,359,624,991 4,408,813,806 △ 49,188,815

5,157,309,969

△ 258,556

船 舶

機械及び装置

車 両 運 搬 具

△ 15,135,194386,576,933 401,712,127

1,343,435 1,601,991

0 0 0

ダ ム 使 用 権 930,034,596 935,274,629 △ 5,240,033

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

工具器具及び備品 1,771,395 2,395,757 △ 624,362

電 話 加 入 権

投 資

74,321,415 5,527,415 68,794,000

0 0 0

特 許 権

出 資 金

930,164,336 935,414,409

0 0

160,345,821

△ 5,250,073

129,740 139,780 △ 10,040

0 0 0

150,423,863

△ 5,257,800

0

現 金 預 金

0 3,200,000 △ 3,200,000開 発 費

未 収 金

保管有価証券

貯 蔵 品

47,304,160

0 0

0

42,046,360

0

流 動 資 産 721,805,705 571,381,842

669,921,324 509,575,503

0

9,838,021 11,302,179 △ 1,464,158

0

合 計 6,808,650,436 6,664,106,220 144,544,216

その他流動資産
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区分

構 成
比 率

構 成
比 率

増減率

% % %

1.8 1.2 56.3

1.8 1.2 56.3

0.0 0.0 165.7

0.0 0.0 △ 37.3

0.0 0.0 0.0

1.8 1.2 56.3

72.6 74.1 0.1

33.6 34.3 0.0

38.9 39.7 0.1

38.9 39.7 0.1

25.6 24.7 5.8

19.1 19.2 1.7

4.2 4.3 0.2

3.0 3.1 0.0

1.1 0.8 34.1

6.3 6.4 0.5

2.2 2.3 0.0

2.3 2.3 0.3

6.5 5.6 20.2

5.4 4.7 17.9

1.1 0.9 32.6

98.2 98.8 1.5

100.0 100.0 2.2合 計 6,808,650,436 6,664,106,220 144,544,216

6,684,156,604 6,584,451,212 99,705,392（ 資 本 合 計 ）

当年度末処分
利 益 剰 余 金

76,253,431 57,502,415 18,751,016

建設改良積立金他 368,562,394 312,562,394 56,000,000

429,242,094 427,194,094 2,048,000

受贈財産評価額 155,226,802 154,774,431 452,371

150,000,000 150,000,000 0

203,693,676 203,693,676 0

他会計補助金 73,288,741 54,635,695 18,653,046

1,299,201,575 1,277,593,158 21,608,417

国 庫 補 助 金 287,750,262 287,295,262 455,000

2,651,217,454 2,647,871,495 3,345,959

剰 余 金 1,744,017,400 1,647,657,967 96,359,433

2,288,921,750 2,288,921,750 0

2,651,217,454 2,647,871,495 3,345,959

資 本 金 4,940,139,204 4,936,793,245 3,345,959

124,493,832 79,655,008 44,838,824（ 負 債 合 計 ）

13,160 20,990 △ 7,830

0 0 0

124,377,918 79,595,339 44,782,579

102,754 38,679 64,075

流 動 負 債 124,493,832 79,655,008 44,838,824

利 益 剰 余 金 444,815,825 370,064,809 74,751,016

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

他会計繰入金

企 業 債

県 補 助 金

工 事 負 担 金

未 払 金

預 り 金

前 受 金

その他流動負債

円 円 円

前年度比較

貸    方

平 成 １ ８ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 前 年 度 比 較

金 額 金 額 増 減 額勘定科目　

19
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９ 審査意見 

（１）当年度における業務の状況等について 

東かがわ市の給水人口は３４,６５０人で前年度に比べ５０人（減）となっており、

普及率（総人口に対する給水人口の割合）は９８,５％で前年と同じである。給水世帯

数も１２,６７５世帯と２５世帯（減）となっているが原因として給水人口および給水

世帯数の推移を見ても過去４年間の総人口、世帯数とも年々自然現象的に減少している

ことと考えられる。 

年間配水量は６,１１９,９５９㎥で前年度に比べ２３１,３９５㎥（３，９％）増加

している。これに伴い年間有収水量は４，７５７，６０６㎥となっており、前年度に比

べ１１，６６２㎥（０，３％）増加している。 

有収率は、７７，７％で、前年度に比べ２．９ポイント下降しており平成１５年より過

去３ヶ年の推移を見ても年々低下し続けている。 

漏水の原因となる石綿セメント管が多く残存しているので、財政的に厳しいが計画的な

敷設改良工事や、老朽配水管の更新を行うなどし、有収率の向上に努められたい。 

（２）安定供給および自己処理水源の充実について 

水の安定供給を図るため、入野山取水井新設工事のほか帰来中継ポンプ場改良工事、

水主浄水場改修工事や川東地区及び白鳥地区配水管敷設工事などの建設改良工事を施

工し、中継ポンプ場、浄水場その他の給排水関連施設の整備・給水管復旧工事に取り組

んでいる。 

（３）水道施設整備事業計画について 

 東かがわ市総合計画の中、すべての人にとって利便性の高いまちづくりを推進するな

かで、上水道施設の整備計画に基づき既に川股、入野山、水主浄水場の整備など自己処

理水源確保や香川県水道用水供給事業に伴う中山配水池築造、川北配水池築造、帰来配

水池受水機械設備等を継続し進めており、平成２０年度中の県営水道の受け入れを予定

している。 

又、老朽化した配水管の敷設事業についても、計画的に改良に努力され渇水や災害に

強い水道システムの構築を目指し引き続き事業の着実な推進に取り組まれたい。 

（４）経営状況について 

当年度の収益は、６３５，１０２，９８７円で、前年度に比べ１，８６３，４５２円

（０．３％）減少している。 

これは営業収益が１，４８６，９９０円、特別利益が５２，２３０円増加したが、営

業外収益が３，４０２，６７２円減少したことによるものである。 

当年度の費用は、５６０，３５１，９７１円で、前年度に比べ２０，７７４，０２３円 

（３．６％）減少している。 

これは、営業費用が１２，９４２，５５９円、営業外費用が６，２９５，７５５円 

および特別損失が１，５３５，７０９円減少したことによるものである。 
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 この結果、当年度の純利益は、７４，７５１，０１６円で、前年度に比べ１８，９１

０，５７１円（３３．９％）増加し、経営収支は前年度に引き続き黒字である。 

 また、自己資本構成比率（（自己資本金＋剰余金）÷総資本×１００）は５９．２％

で前年度に比べ０．１ポイント上昇しており経営は安定化の傾向にある。 

 今後とも、市民の公共の福祉（生活用水およびその他の浄水安定供給）を増進するこ

とはもちろんのこと、常に企業性を発揮し経費の削減と資産の効率的な運用に努め計画

的な財産運営によって、経営の安定化を図ることに努められたい。 

 

 

 

 




